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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 75,270 74,089 73,198 77,220 80,088

経常利益 (百万円) 11,553 9,830 11,788 12,161 10,923

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 7,264 6,387 9,034 8,366 6,704

包括利益 (百万円) 8,251 5,039 8,533 8,257 7,064

純資産額 (百万円) 85,391 85,223 88,391 102,803 108,242

総資産額 (百万円) 125,508 126,279 128,962 139,176 144,006

１株当たり純資産額 (円) 2,906.85 2,992.99 3,200.91 3,453.90 3,600.49

１株当たり当期純利益 (円) 244.03 221.76 320.14 297.24 223.67

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
(円) 225.51 204.48 294.68 277.06 222.96

自己資本比率 (％) 68.04 67.49 68.54 73.87 75.16

自己資本利益率 (％) 8.65 7.49 10.41 8.75 6.35

株価収益率 (倍) 13.01 18.56 13.93 18.27 21.95

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 8,151 9,657 12,019 9,967 7,914

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △3,615 △2,037 △936 △493 △2,464

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △5,375 △5,493 △5,641 △2,621 △2,842

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 20,453 22,615 27,644 34,435 37,069

従業員数
(名)

2,496 2,638 2,685 2,925 3,224

（外、平均臨時雇用者数） （724） （823） （920） （1,027） （1,217）

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり情報の算定上の基礎となる期末の普通株式の数及び期中平均株式数からは、パラマウントベッド

グループ従業員持株会専用信託（以下「従持信託」といいます。）が所有する当社株式を控除しておりま

す。

なお、従持信託が保有する当社株式は、第35期に全て売却したため、2019年３月31日現在はありません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

営業収益 (百万円) 7,664 6,809 5,784 6,689 5,290

経常利益 (百万円) 7,201 5,810 4,876 6,253 3,906

当期純利益 (百万円) 6,887 5,592 4,810 5,907 3,802

資本金 (百万円) 4,207 4,207 4,207 4,207 4,207

発行済株式総数 (株) 30,877,487 30,877,487 30,877,487 30,877,487 30,877,487

純資産額 (百万円) 78,806 78,598 78,223 90,290 92,494

総資産額 (百万円) 89,612 89,129 88,661 92,002 92,852

１株当たり純資産額 (円) 2,682.72 2,760.33 2,832.73 3,033.55 3,076.69

１株当たり配当額
(円)

60 70 90 90 100

（うち１株当たり中間配当額） (25) (35) (40) (45) (50)

１株当たり当期純利益 (円) 231.35 194.14 170.47 209.88 126.86

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
(円) 217.87 179.00 156.91 195.63 126.45

自己資本比率 (％) 87.94 88.18 88.23 98.14 99.61

自己資本利益率 (％) 8.85 7.11 6.14 7.01 4.16

株価収益率 (倍) 13.72 21.20 26.16 25.87 38.71

配当性向 (％) 25.93 36.06 52.80 42.88 78.83

従業員数 (名) 22 22 22 24 24

株主総利回り (％) 100.3 131.6 145.1 178.0 165.0

（比較指標：配当込みTOPIX） (％) (130.7) (116.5) (133.7) (154.9) (147.1)

最高株価 (円) 3,465 4,525 5,320 5,920 5,650

最低株価 (円) 2,929 3,130 3,500 4,400 4,190

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり情報の算定上の基礎となる期末の普通株式の数及び期中平均株式数からは、パラマウントベッド

グループ従業員持株会専用信託（以下「従持信託」といいます。）が所有する当社株式を控除しておりま

す。

なお、従持信託が保有する当社株式は、第35期に全て売却したため、2019年３月31日現在はありません。

３．最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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２【沿革】

1950年５月　　　資本金200千円をもって木村寝台工業株式会社を設立。

1982年10月　　　資本金100百万円をもって木村興産株式会社（現・当社）を設立。

1987年３月　　　木村寝台工業株式会社をパラマウントベッド株式会社に商号変更。

1987年12月　　　パラマウントベッド株式会社株式を東京店頭市場に登録。

1993年12月　　　パラマウントベッド株式会社株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

1995年９月　　　PT.パラマウントベッド インドネシアを設立。（現・連結子会社）

1996年９月　　　パラマウントベッド株式会社株式を東京証券取引所市場第一部に上場。

2002年７月　　　パラテクノ株式会社を設立。（現・連結子会社）

2004年３月　　　八楽夢床業（中国）有限公司を設立。（現・連結子会社）

2006年12月　　　パラマウントベッド株式会社によるコロナ メディカル（旧社名 コルボン ホールディング）の

株式取得。

2007年10月　　　パラマウントベッド株式会社によるパラマウントケアサービス株式会社（旧社名 サンネット

ワーク株式会社）の株式取得。（現・連結子会社）

2010年10月　　　パラマウントベッド タイランドを設立。（現・非連結子会社）

2010年11月　　　KPサービス株式会社を設立。（現・非連結子会社）

2011年１月　　　当社普通株式１株を19.57株とする株式の分割を実施。

2011年２月　　　木村興産株式会社をパラマウントベッドホールディングス株式会社に商号変更。

2011年10月　　　株式交換により、パラマウントベッド株式会社を完全子会社化。

　　　　　　　　また、同社が保有するパラテクノ株式会社、パラマウントケアサービス株式会社の株式の全てを

現物配当により取得。（現・連結子会社）

　　　　　　　　当社の普通株式を東京証券取引所に上場。

2012年２月　　　パラマウントベッド アジア パシフィックを設立。（現・連結子会社）

2012年８月　　　パラマウントベッド インディアを設立。（現・非連結子会社）

2013年６月　　　パラマウントベッド メキシコを設立。（現・非連結子会社）

2013年７月　　　パラマウントベッド ベトナムを設立。（現・非連結子会社）

2014年７月　　　パラマウントベッド ブラジルが営業を開始。（現・非連結子会社）

2016年10月　　　連結子会社であるコロナ メディカルの全株式をHcare International SASに譲渡。

2018年２月　　　パラテクノ株式会社によるCSアメニティサポート株式会社の株式取得。（現・連結子会社）
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３【事業の内容】

　パラマウントベッドホールディングスグループは当社、子会社16社（パラマウントベッド株式会社、パラテクノ株

式会社、パラマウントケアサービス株式会社、KPサービス株式会社、CSアメニティサポート株式会社、パラマウント

ベッド アジア パシフィック、PT.パラマウントベッド インドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、パラマウント

ベッド インディア、パラマウントベッド ベトナム、パラマウントベッド タイランド、パラマウントベッド メキシ

コ、パラマウントベッド ブラジル他３社）で構成され、医療福祉用ベッド等の製造及び販売を主たる業務としてお

ります。

　パラマウントベッド株式会社は、医療福祉用ベッド、マットレス、病室用家具、医療用器具備品等の製造及び販売

を行っております。パラテクノ株式会社は、ベッド・マットレスの点検・修理、消毒、メンテナンスリース等のサー

ビスの提供を行っております。パラマウントケアサービス株式会社は、福祉用具のレンタル卸等を行っております。

KPサービス株式会社は、保険代理店業等を行っております。CSアメニティサポート株式会社は、テレビシステム事業

を行っております。パラマウントベッド アジア パシフィックは、アジア地域の統括会社であり、医療福祉用ベッド

等の販売を行っております。PT.パラマウントベッド インドネシアと八楽夢床業（中国）有限公司は、主にパラマウ

ントベッド株式会社から部材の一部を調達し、医療福祉用ベッド等の製造及び販売を行っております。パラマウント

ベッド タイランド、パラマウントベッド ブラジルは、主にPT.パラマウントベッド インドネシアから医療用ベッド

等の製品を調達し、販売を行っております。パラマウントベッド インディア、パラマウントベッド メキシコは、自

社での製造を行うとともに、主にPT.パラマウントベッド インドネシアから医療用ベッド等の製品を調達し、販売を

行っております。パラマウントベッド ベトナムは、医療用器具備品等の製造を行っております。

　なお、パラテクノ株式会社はCSアメニティサポート株式会社を2019年４月１日付で吸収合併いたしました。

　当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、これ

により、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとなりま

す。

　また、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント情報において

も、ベッド関連事業の単一セグメントとしております。

　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

（連結子会社）

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

パラマウントベッド

株式会社（注）２，４
東京都江東区

6,591

(百万円)

医療福祉用

ベッド等の製

造及び販売

100.0

医療福祉用ベッド等の製造及

び販売をしており、当社役員

６名がその役員を兼務してお

ります。

パラテクノ株式会社 東京都文京区
80

(百万円)

医療福祉用

ベッド等のメ

ンテナンス

サービス

100.0

医療福祉用ベッド等のメンテ

ナンスサービス等をしてお

り、当社役員１名及び当社従

業員１名がその役員を兼務し

ております。

パラマウントケアサー

ビス株式会社

（注）２，５

東京都江東区
491

(百万円)

福祉用具のレ

ンタル卸
100.0

福祉用具のレンタル卸等をし

ており、当社役員１名及び当

社従業員３名がその役員を兼

務しております。

パラマウントベッド

アジア パシフィック

（注）２

シンガポール共和国

ラッフルズプレイス

14,242

(千シンガポール

ドル)

アジア地域間

の統括、医療

福祉用ベッド

等の販売

100.0

アジア地域間の統括と医療福

祉用ベッド等を販売してお

り、当社従業員１名がその役

員を兼務しております。

PT．パラマウントベッ

ド インドネシア

インドネシア共和国

ブカシ県

9,036,000

(千ルピア)

医療福祉用

ベッド等の製

造及び販売

99.9

(99.9)

パラマウントベッド株式会社

の製品の一部を製造販売して

おります。

八楽夢床業（中国）

有限公司

（注）２

中華人民共和国

江蘇省無錫市

8,000

(千米ドル)

医療福祉用

ベッド等の製

造及び販売

100.0

(100.0)

パラマウントベッド株式会社

の製品の一部を製造販売して

おり、当社従業員１名がその

役員を兼務しております。

その他２社      

（注）１．上記の会社は、有価証券報告書を提出しておりません。

２．特定子会社に該当しております。

３．「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社による間接所有の割合（内書き）です。

４．パラマウントベッド株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高        50,905百万円

(2）経常利益       5,523百万円

(3）当期純利益     3,336百万円

(4）純資産額      35,296百万円

(5）総資産額      51,679百万円

５．パラマウントケアサービス株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高        21,267百万円

(2）経常利益       3,751百万円

(3）当期純利益     2,641百万円

(4）純資産額      11,409百万円

(5）総資産額      24,108百万円
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

2019年３月31日現在
 

区分

提出会社 国内子会社  海外子会社

合計

パラマウン
トベッド
ホールディ
ングス株式
会社

パラマウン
トベッド株
式会社

パラテクノ
株式会社

パラマウン
トケアサー
ビス株式会
社

CSアメニ
ティサポー
ト株式会社

パラマウン
トベッド
アジア パ
シフィック

PT．パラマ
ウントベッ
ド インド
ネシア他１
社

八楽夢床業
（中国）有
限公司

従業員数

(名）

24

(1)

909

(89)

713

(442)

1,031

(561)

21

(3)

15

(－)

336

(121)

175

(－)

3,224

(1,217)

（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．当社グループはベッド関連事業の単一セグメントであるため、会社別の従業員数を記載しております。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員数であります。

 

(2）提出会社の状況

   2019年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

24 44.8 20.4 8,514,509

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．平均勤続年数の算定にあたっては、パラマウントベッド株式会社等のグループ会社からの転籍により当社で

就業している従業員については、勤続年数を通算しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。

　また、当社の連結子会社のうち、パラマウントベッド株式会社、PT.パラマウントベッド インドネシア、八楽夢

床業（中国）有限公司の３社に各々の労働組合があります。

　労使関係は、円満に推移し特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループは1947年の創業以来、医療・高齢者福祉分野におきまして療養環境の向上のみならず、医療・介護従

事者の業務改善等に資する製品・サービスを提供してまいりました。近年は福祉用具レンタル卸事業やメンテナンス

サービス事業に参入するなど、社会の変化に対応し、事業の多角化を推進しながら、業容の拡大を図っております。

　当社グループの関連する医療・高齢者福祉分野の事業環境につきましては、日本では2025年に団塊世代の全てが75

歳以上となるなど高齢化は確実に進むものの、社会保障費の伸びは抑制される傾向にあります。一方、医療分野では

看護スタッフの負担を軽減するための製品・システム及び高度急性期分野等への投資は拡大するものと見込まれま

す。高齢者施設市場においては、2020年代初頭までに特別養護老人ホームなどの介護施設を新たに50万人分整備する

方針が掲げられております。在宅市場においては、政府は「病院から在宅へ」という基本方針の下、在宅で医療・介

護を受ける環境を整える方策を打ち出しており、今後の市場拡大が期待されます。

　また、海外においては、アジア地域を中心として経済成長と共に医療インフラの充実が見込まれ、中国等では将来

的にはわが国よりも速いスピードで高齢化が進むと予想されます。

　このような事業環境のもとで、当社グループといたしましては中期経営計画「2020プラン」の達成に向けグループ

間の連携を強化してまいります。重要施策といたしまして「既存事業の維持・拡大」、「海外事業拡大の加速」及び

「新たな成長の芽となる技術の開発とビジネスモデルの創造」を掲げ、持続的な発展と企業価値の向上を目指すとと

もに、2021年３月期の連結売上高1,000億円、連結営業利益140億円を目標としております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

２【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上、リスクと考えられる主な事項を記載いたしました。当社グループはこ

れらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生を未然に防止し、かつ万が一発生した場合においても適切に対

処する所存であります。

　なお、以下の記載内容は、当連結会計年度末現在において判断したものであるとともに、当社株式への投資判断に

関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点をご留意ください。

 

(1）事業環境における制度変更等のリスクについて

当社グループの製品のほとんどは、公的規制のもとで提供されているものであります。すなわち主力製品である医

療・介護用ベッド（以下「ベッド」といいます。）は、医療保険制度や介護保険制度に基づき運営されている医療施

設及び高齢者施設並びに要介護の方がいらっしゃるご家庭で使用に供されるものであります。ベッドは、これらの公

的制度のもとで公定料金（診療報酬・介護報酬）が設定されている製品ではありませんが、医療保険制度又は介護保

険制度等に係る制度変更や定期的な公定料金の改定の影響により、最終顧客である医療施設等の設備投資が減少する

ことも考えられるため、当社グループの事業、業績及び財政状態は、このような制度変更等により悪影響を受ける可

能性があります。

(2）海外市場での事業拡大に伴うリスクについて

当社グループは、海外市場での事業拡大を戦略のひとつと位置付けております。しかしながら、海外市場において

は、国内市場では通常想定されないリスク、たとえば輸出・輸入規制の変更、技術・製造インフラの未整備や人材の

確保の難しさ等に関わるリスクも発生する可能性があると考えております。もしこうしたリスクが発生した場合、当

社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

(3）特定の資材等の調達に伴うリスクについて

当社グループの資材等の調達については、特殊な資材等があるため、少数特定の仕入先からしか入手できないもの

や、仕入先や供給品の切替えや代替が困難なものがあります。当社グループは、そのような事態に陥らないよう努め

ておりますが、もし不可欠な資材に供給の遅延・中断があり当該資材の供給不足が生じ、タイムリーに調達できなく

なった場合、当社グループの事業、業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性があります。

(4）製品や部品（製品等）の欠陥によるリスクについて

当社グループの製品は、品質システムに関する国際規格や各種の自社基準に基づき製造されており、当社グループ

は製品の品質管理には万全の体制を敷いておりますが、もし予測し得ない製品等の欠陥が生じ、それが大規模な無償

交換（リコール）につながる場合には、多大な費用負担が生じ当社グループの社会的な信用も低下することが予想さ

れ、当社グループの事業、業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性があります。
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(5）自然災害等によるリスクについて

地震等の自然災害又は大規模火災等により、当社グループや調達先の生産拠点に重大な損害が発生し、操業中

止、生産や出荷の遅延や減少等が発生した場合、当社グループの事業、業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性

があります。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出等に弱さが見られたものの、緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。　当社グループの関連する医療・高齢者福祉分野におきましては、2018年４月に診療報酬・介護報酬の同時改定

が実施されました。団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、政府は国民一人一人が状態に応じた必要なサービ

スを受けられるよう、質が高く効率的な医療・介護の提供体制の整備を目指しております。介護保険制度における福

祉用具貸与関連につきましては、市場競争の中で自由価格であった福祉用具貸与価格において、「外れ値」といわれ

る平均価格を大幅に上回る価格の存在が問題になったこと等により、2018年10月から製品ごとに上限価格が設定され

ました。

　このような環境のもと、当社グループにおきましては中期経営計画「2020プラン」の確実な達成に向け、積極的に

事業を展開いたしました。同計画におきましては、2021年３月期の連結売上高1,000億円、連結営業利益140億円を目

標とし、重点施策といたしまして「既存事業の維持・拡大」「海外事業拡大の加速」「新たな成長の芽となる技術の

開発とビジネスモデルの創造」を掲げております。

　既存事業におきましては、福祉用具貸与の上限価格設定の影響が懸念されたレンタル卸事業を始め、国内の医療施

設向け販売及びメンテナンス事業等が堅調に推移いたしました。新製品といたしまして、優れた体圧分散性能と動き

やすいかたさを兼ね備えたリバーシブルタイプの医療・介護用マットレス「エバーフィットC3マットレス」を2018年

７月に、電源を入れるだけで自動でマットレスのかたさを設定する床ずれ防止エアマットレス「ここちあ利楽（りら

く）」を同年11月に、それぞれ発売いたしました。

　海外事業におきましては、販売拡大に向けて、海外各拠点における人員の拡充や製品の開発・再編等に注力いたし

ました。

　新たなビジネスモデルにおきましては、テレビシステム事業を展開するCSアメニティサポート株式会社が2018年２

月に当社グループとなり、業績に寄与いたしました。また、睡眠関連ビジネスを行うコンシューマー分野におきまし

ては、販売好調の電動ベッド「インタイム1000」のセミダブルサイズを2018年９月に追加発売いたしました。さらに

睡眠と健康領域の新ブランド「Active Sleep （アクティブスリープ）」を2019年３月に立ち上げ、その第１弾とし

て“眠りの自動運転”を実現した新製品「アクティブスリープベッド」の同年６月の発売を発表いたしました。

　この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

a. 財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ48億30百万円増加し、1,440億６百万円となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億８百万円減少し、357億64百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ54億39百万円増加し、1,082億42百万円となりまし

た。
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b. 経営成績

　次に当連結会計年度における主要な品目別売上高は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

品目 当連結会計年度 前年度増減 (％)

ベッド 25,502 △6.7

マットレス 4,847 3.6

病室用家具 7,464 0.2

医療用器具備品 6,031 7.7

レンタル 19,297 11.1

部品等 3,778 8.2

その他 13,167 16.5

合計 80,088 3.7

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比28億68百万円増（3.7％増）の800億88百万円となりま

した。

　営業利益につきましては、新規事業に対する先行投資に加え、人件費、広告宣伝費等の増加により前連結会計年度

比81百万円減（0.8％減）の105億80百万円となりました。

　次に、経常利益につきましては、運用益の減少等により同12億38百万円減（10.2％減）の109億23百万円、親会社

株主に帰属する当期純利益は、特別損失として関係会社株式評価損を計上したこともあり、同16億62百万円減

(19.9％減）の67億４百万円となりました。

　また、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、370億69百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、増加した資金は79億14百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益102億６百万

円、減価償却費63億61百万円、退職給付に係る負債の増加額２億14百万円等の増加と、法人税等の支払額44億80百万

円、リース債務の支払額27億10百万円等の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、減少した資金は24億64百万円となりました。これは主に、有価証券及び投資有価証券の取得額75

億69百万円、有形固定資産の取得額12億35百万円等による減少と、定期預金の払戻による収入10億11百万円、有価証

券及び投資有価証券の売却額53億36百万円等の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は28億42百万円となりました。これは主に、配当金の支払額28億40百万円等の減少

によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

　販売の実績については「(1) 経営成績等の状況の概要」に記載しております。

a. 生産実績

（単位：百万円）
 

品目 当連結会計年度 前年度増減（％）

ベッド 30,807 △9.7

マットレス 6,396 21.2

病室用家具 3,124 △19.1

医療用器具備品 2,904 △24.0

その他 3,087 0.8

合計 46,320 △7.6

（注）１．金額は販売価格によって表示しております。

２．当社グループはベッド関連事業の単一セグメントであるため、品目別の生産実績を記載しております。
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b. 商品仕入実績

（単位：百万円）
 

品目 当連結会計年度 前年度増減（％）

病室用家具他 16,238 25.2

合計 16,238 25.2

 

c. 受注実績

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要となる事項につきましては、合理的な基準に基づき、会計

上の見積りを行っております。

　詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」に記載しております。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、売上高は、第７期介護保険事業計画の初年度で特別養護老人ホー

ムの新築案件が減少したものの、メンテナンス事業や福祉用具レンタル卸事業の拡大に加え、新製品を発売しライン

アップを強化したマットレスや、ベッド上のご利用者様の心拍、呼吸を非装着でリアルタイムに測定する「眠り

SCAN」の販売が増加するなど、ベッド以外の販売が拡大し、また、前事業年度に買収したTVシステム事業を行うCSア

メニティサポート株式会社の売上が通年寄与したことなどにより、前連結会計年度比28億68百万円増（3.7％増）の

800億88百万円となりました。

　売上総利益は、病室用家具等仕入品の割合の増加等で売上総利益率が低下したものの、売上高の増加により利益が

増加し、前連結会計年度比12億49百万円増（3.6％増）の363億70百万円となりました。

　営業利益は、前連結会計年度比0.8%減少し、105億80百万円となりました。これは主に、売上総利益が前連結会計

年度と比べて3.6％増加の363億70百万円となったものの、販売費及び一般管理費が、新規事業に対する先行投資に加

え、人件費、広告宣伝費等の増加により、前連結会計年度と比べて5.4%増加の257億89百万円となったことによるも

のです。

　経常利益は、前連結会計年度に７億38百万円計上した投資事業組合運用益がなくなったこと等により、前連結会計

年度比12億38百万円減（10.2%減）の109億23百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、特別損失として関係会社

株式評価損を計上したこともあり、同16億62百万円減（19.9%減）の67億４百万円となりました。

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因としては，「第２ 事業の状況　２ 事業等のリスク」に記載のとおりで

あります。

　当社の資本の財源については、将来の事業拡大に向けた設備等への投資は、事業活動の結果獲得した利益剰余金を

充当することを基本としつつ、財務状況や金融市場の状況を勘案しながら社債を発行するなど、機動的な政策を取る

こととしております。内部留保については、急激な事業環境の変化への備えとして充実した自己資本を維持し、利益

処分は、株主還元と将来の事業拡大に向けた投資と内部留保を勘案した上で実施しております。

　資金の流動性については、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、370億69百万円となりました。この現金及

び現金同等物の過半は円建てであり、当連結会計年度末の流動負債（212億９百万円）の返済に必要な流動性を十分

に満たしていると認識しております。

　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等については、１株当たり当期純利

益（EPS）を重視しております。これは、本来の事業活動により得た利益や事業成長の結果が反映されやすく、かつ

配当金など株主還元の原資でもあり、株主の皆様にとって理解しやすい指標であると認識しております。また、EPS

向上のために、当社グループが掲げている中期経営計画「2020プラン」において、2021年３月期の連結売上高1,000

億円、連結営業利益140億円を目標としております。「2020プラン」の重点施策として「既存事業の維持・拡大」

「海外事業拡大の加速」「新たな成長の芽となる技術の開発とビジネスモデルの創造」を掲げており、これを達成す

べく、福祉用具レンタル拡大のためのレンタル資産やメンテナンス設備導入、マットレス販売拡大のための生産工場

設立などの設備投資、「眠りSCAN」などで得られるデータを活用するためのソフトウェアやシステム構築などの研究

開発投資、また、コンシューマー分野において立ち上げた、睡眠と健康領域の新ブランド「アクティブスリープ」を

浸透させるためのマーケティング投資など、経営資源の適切な配分に努めてまいります。
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４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　当社グループの「先進の技術と優しさで、快適なヘルスケア環境を創造します。」という企業理念に基づき、研究

開発活動を行っております。当社グループの研究開発活動は、中核子会社であるパラマウントベッド株式会社　技術

開発本部の研究開発部、要素技術部、開発部、デザイン部、試験評価室、及びグローバル開発部の合計６部門が担当

しております。なお、役割分担の概要は以下のとおりです。

　研究開発部は、睡眠に関する研究、及び看護・介護業務の効率化と安全に役立つ製品の先行開発を行っておりま

す。要素技術部は、ベッドや周辺機器を構成するメカトロニクス技術の開発や情報ネットワーク技術の開発を行って

おります。開発部は、医療看護現場や介護現場の問題解決やニーズに対応した製品開発及び褥瘡予防や快適な睡眠を

提供するためのマットレスの開発を行っております。デザイン部は、ユニバーサルデザインによる安全で使い勝手の

良いデザイン開発を行っております。試験評価室は、試作品の要求に対する評価方法の策定と評価を行っておりま

す。グローバル開発部は海外各国の医療看護現場での問題解決やニーズに対応した製品開発を行っております。

 

　当連結会計年度の研究開発費は1,642百万円であり、主な成果は以下の通りであります。

 

　国内市場において、在宅介護市場に機能と価格のバランスをとった介護用ベッド「rento（レント）シリーズ」を

2018年８月に発売いたしました。このベッドは、洋室にも和室にも馴染む新たなデザインを提案するとともに、ボー

ドの形状やベッドの昇降方式を工夫して省スペースでの設置を実現しました。また、さらなる顧客要望に応えるた

め、2019年２月にボードとサイドパネルに新たな３色を追加いたしました。

　マットレスでは、累計60万枚の販売実績を持つ「エバーフィットマットレス」の後継機種である「エバーフィット

C３マットレス」を2018年７月に発売開始いたしました。ソフトフィット面・ハードフィット面といった、かたさの

異なる２つの面を使い分けられるリバーシブル仕様を踏襲し、従来品に比べて体圧分散性、寝返りのしやすさ、ベッ

ドサイドに座る姿勢（端座位）の安定性を向上させております。また、従来からの通気・通水性を持ち丸洗いが可能

な「通気タイプ」と、カバー表面が耐薬品・防水性に優れ清拭消毒に対応する「清拭タイプ」に加え、新たに清拭可

能でありながら蒸れを軽減した「ドライタイプ」を開発・追加いたしました。

　その他、電源を入れるだけで寝た人の体重や状態を検知し、床ずれ予防に効果的なかたさに調節する機能「i-

fitting」を搭載したエアマットレス「ここちあ利楽」を2018年11月に発売いたしました。従来必要だった体重や、

かたさなどの設定を自動化することで、煩雑な操作が無くなり、専門知識がない方でも適切に使えるようにいたしま

した。また、従来の「清拭タイプ」に加え、エアマットレスとしては業界で初めて「通気タイプ」のカバーの機種を

ご用意いたしました。これは、床ずれの原因となる皮膚の蒸れを軽減し、カバーを洗浄することもできます。

　医療分野では、歩行訓練時の足底にかかる圧力の状況をリアルタイムで測定できるリハビリテーション用足底圧セ

ンサー「Waltwin（ワルツイン）」を2018年11月に発売いたしました。これは、脳卒中や整形疾患、パーキンソン病

などにより、歩行機能に障害を負った方の歩行訓練を効果的に行うために開発いたしました。患者の靴に入れたイン

ソールタイプのセンサーによって、通常は目視できない歩行時の足底圧の状況を測定し、客観的に把握するもので

す。測定データに基づいたフィードバックによって、より効果的なリハビリプログラムを医師が提供できるよう支援

します。

　海外市場では、世界戦略機種としての「A5シリーズベッド」をインド市場に向けてバリエーション展開を図りまし

た。2018年５月より「手動２クランクベッド」、同年９月より「手動３クランクベッド」、翌年３月より「電動３

モーターベッド」を、パラマウントベッド インディアにて量産を開始しています。これにより、従来よりある「電

動４モーターベッド」を含め、「A5ベッドシリーズ」のラインナップの拡充が図られました。今後もインドを含むア

ジア市場をターゲットにした製品開発を行ってまいります。

　また、手術室で使用される「メーヨーテーブル」を2018年10月に発売いたしました。本製品は容易に手術台の高さ

に合わせることが可能な高さ調整機能、感染予防のために洗浄可能なステンレス化、手術室内で移動・固定をするた

めのロック付きキャスターなど、手術室で使いやすい機能を搭載しています。本製品は手術台と合わせて、インドネ

シアを中心とした東南アジア市場に提案してまいります。

※「エバーフィット」、「rento」、「ここちあ」、「i-fitting」、「Waltwin」、「エバープラウド」はパラマウ

ントベッド株式会社の登録商標です。

EDINET提出書類

パラマウントベッドホールディングス株式会社(E25664)

有価証券報告書

12/75



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループが当連結会計年度に実施した設備投資の主な内容は、次のとおりであります。

パラマウントベッド株式会社での製品等の金型・治具４億53百万円等であります。

以上の結果、当連結会計年度の設備投資は、総額2,082百万円となりました。

なお、当連結会計年度に実施した重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

2019年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）  

建物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

賃貸
資産

その他 合計
従業員
数(名)

提出会社
本社

（東京都江東区）

ベッド

関連事業

事業所

設備
131 1 － － － 129 262

24

(1)

 

(2）国内子会社

2019年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）  

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

賃貸
資産

その他 合計
従業員
数(名)

パラマウント

ベッド

株式会社

千葉工場

（千葉県山武市）

他　１工場

ベッド

関連事業

ベッド・

病室用家

具等生産

設備

1,616 439
1,680

(100,275)
－ － 263 3,999

350

(53)

同上
本社

（東京都江東区）
同上

統括業務

設備、研

究開発設

備及び販

売設備

1,878 4

191

(799)

[4,138]

－ － 549 2,624
300

(25)

同上

大阪支店

（大阪市西区）

他　７支店

同上 販売設備 2,310 1
3,819

(6,412)
－ － 40 6,172

250

(11)

同上

カスタマーサポー

トセンター

（千葉県船橋市）

同上
その他の

設備
106 0

1,925

(2,735)
－ － 3 2,035

－

(－)

パラテクノ

株式会社

本社

（東京都文京区）
同上

統括業務

設備
75 －

342

(635)
－ － 2 419

39

(5)

同上

カスタマーサポー

トセンター

（千葉県船橋市）

他　12事業所

同上

医療福祉

用ベッド

のメンテ

ナンス設

備等

0 0 － － 1,614 25 1,639
678

(438)

パラマウン

トケアサー

ビス株式会

社

本社

（東京都江東区）
同上

統括業務

設備
4 － － － － 69 74

55

(－)

同上

千葉大平営業所

（千葉県山武市）

他　62事業所

同上

レンタル

用福祉用

具及びそ

れらの管

理設備等

755 182
－

[91,698]
－ 18,360 156 19,455

976

(562)
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　(3）在外子会社

2019年３月31日現在
 

会社名 主な所在地
セグメ
ントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）  

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

その他 合計
従業員
数(名)

パラマウントベッド

アジア パシフィッ

ク

シンガポール共

和国ラッフルズ

プレイス

ベッド

関連事業

統括及び販

売設備
－ －

－

[69.86]
－ 0 0

15

(－)

PT.パラマウント

ベッド インドネシ

ア

インドネシア

共和国

ブカシ県

同上

ベッド・病

室用家具等

生産設備

137 19
－

[30,420]
1 51 209

336

(121)

八楽夢床業(中国)

有限公司

中華人民共和国

江蘇省無錫市
同上

ベッド・病

室用家具等

生産設備

322 77
－

[56,860]
－ 96 496

175

(－)

（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２．上記中、土地欄の[外書]は、連結会社以外からの賃借設備[面積㎡]であります。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員数であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

　(2）重要な改修

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

パラマウントベッドホールディングス株式会社(E25664)

有価証券報告書

14/75



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 126,000,000

計 126,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2019年３月31日）

提出日現在発行数
(株）

（2019年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,877,487 30,877,487
東京証券取引所

市場第一部

　完全議決権株式で

あり、権利内容に何

ら限定のない当社に

おける標準となる株

式です。

　なお、単元株式数

は100株です。

計 30,877,487 30,877,487 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　なお、2013年７月10日開催の取締役会決議に基づき発行した2018年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債

は、当連結会計年度中に新株予約権の全部が行使されました。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2014年４月１日～

2015年３月31日

（注）

48,900 30,877,487 41 4,207 41 49,877

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

       2019年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 35 21 84 191 3 6,919 7,253 －

所有株式数

（単元）
－ 73,564 1,642 69,806 83,677 3 79,555 308,247 52,787

所有株式数

の割合

（％）

－ 23.87 0.53 22.65 27.15 0.00 25.81
100.00

 
－

（注）１．自己株式814,360株は「個人その他」に8,143単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれております。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ10単元

及び17株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社シートック 東京都品川区東五反田５－５－11 2,821 9.38

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２－11－３ 2,231 7.42

有限会社レッジウッド 東京都港区南麻布４－９－22 2,073 6.90

ニウヴァレーキャピタル合同会社
東京都港区赤坂１－14－５　アークヒル

ズエグゼクティブタワーS402
1,379 4.59

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋３－11－１）

1,262 4.20

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口９)
東京都中央区晴海１－８－11 957 3.18

木村憲司 東京都品川区 912 3.04

木村恭介 東京都港区 911 3.03

木村通秀 東京都港区 911 3.03

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１－８－11 864 2.88

計 － 14,322 47.64
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 814,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,010,400 300,104

　完全議決権株式で

あり、権利内容に何

ら限定のない当社に

おける標準となる株

式です。

　なお、単元株式数

は100株です。

単元未満株式 普通株式 52,787 －
　１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  30,877,487 － －

総株主の議決権  － 300,104 －

（注）「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が10個含まれております。

 

②【自己株式等】

    2019年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

パラマウントベッド

ホールディングス株式会社

東京都江東区東砂

２－14－５
814,300 － 814,300 2.64

計 － 814,300 － 814,300 2.64

 

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 419 2,072,601

当期間における取得自己株式 50 248,114

（注）当期間における取得自己株式には、2019年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額（円） 株式数（株） 処分価額の総額（円）

引き受ける者の募集を

行った取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取

得自己株式
－ － － －

合併、株式交換、会社

分割に係る移転を行っ

た取得自己株式

－ － － －

その他

（新株予約権付社債の

権利行使）

299,398 984,720,022 － －

保有自己株式数 814,360 － 814,360 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2019年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置づけており、株式公開以来業績の向上に対

応して１株当たりの配当金の増額に努めるとともに、株式分割や記念配当などの増配についても積極的に実施して

まいりました。

　今後も、業績を反映した株主の皆様への利益還元を重視する一方、将来の積極的な事業展開と急激な事業環境の

変化に備え、財務体質と経営基盤のより一層の強化を図るための内部留保の充実を総合的に勘案したうえで配当金

額を決定いたします。なお、利益配当については、配当性向30％を目途とした実施を想定しております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、安定的、継続的な利益還元の観点から、期末配当は１株当たり50円とし、年

間配当金については１株当たり100円の配当を実施いたしました。これにより、自己資本利益率6.4％、純資産配当

率2.8％(いずれも連結ベース)という結果になりました。

　当社は、「取締役会の決議をもって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる」旨を定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円）１株当たり配当額（円）

2018年10月31日
1,503 50

取締役会決議

2019年６月27日
1,503 50

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

　当社は、法令を遵守することはもとより、社会規範を尊重し、企業の社会的責任を意識した企業倫理を確立・維持

し、また、変動する社会環境、経営環境に迅速に対応できる経営上の意思決定の体制と経営の健全性の維持・向上と

を両立することによって、当社の企業価値を最大化することを経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけており

ます。

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　コーポレート・ガバナンスの充実の目的は、経営の合理性、適法性や透明性の向上・徹底等を図ることを通じ

て、企業価値を高め、企業の社会的責任を果たすことです。今後も、コーポレート・ガバナンスの充実を当社グ

ループ全体の経営上の最重要課題のひとつとして位置づけ、次の基本方針に沿って積極的に取り組んでまいりま

す。

１．株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

２．株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。

３．会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

４．独立社外取締役との連携により、客観的な立場からの助言や、各ステークホルダーの意見等の反映を通じ、

取締役会による業務執行の監督機能を実効化する。

５．中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との間で建設的な対話を行う。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　会社の機関・内部統制の関係図

ａ．取締役会は、原則として毎月１回開催し、法令で定められた事項や経営上重要な事項について議論し迅速な

意思決定を行います。

　構成員については、「21ページ （２）役員の状況 ①　役員一覧」をご参照ください。

 

ｂ．監査等委員会の目的については「24ページ （３）監査の状況 ①　監査等委員監査及び内部監査の状況」

を、構成員については「21ページ （２）役員の状況 ①　役員一覧」を、それぞれご参照ください。

 

ｃ．意思決定及び業務執行の迅速化を図るため、経営機構改革の一環として、執行役員制を導入しております。

執行役員は、財務部長 兼 システム部長 木村陽祐及び広報・ＩＲ部長 相子龍則の２名で構成されておりま

す。
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ｄ．当社及び連結子会社の取締役及び執行役員等で構成されたグループ経営会議を、原則として毎月１回開催し

ております。毎回さまざまな経営課題を幅広く取り上げ活発な議論を行い、経営活動の最適化を図っておりま

す。

 

ｅ．社長直属の内部監査室（室長及び構成員２名）が、内部監査規程に基づき、当社及び連結子会社を含めた全

部門を対象に業務監査及び会計監査を計画的に実施しております。監査の実効性を確保するため、改善事項を

指摘された被監査部門は、改善の進捗状況を定期的に報告する義務があります。

 

ｆ．当社における内部統制部門とは、主に総務部及び財務部をいいます。総務部は、社内の各部署と連携しなが

らコンプライアンス推進のための諸政策を実施しております。また、会社としての企業倫理の基本姿勢等を盛

り込んだ「コンプライアンスマニュアル」を含む『企業倫理ガイドブック』を配布し、社員の啓発・指導を

行っております。また、業務の適法性についての啓発・指導とモニタリングを継続的に行っております。一

方、財務部は、財務報告に係る内部統制についての啓発・指導とモニタリングを継続的に行っております。

 

③　企業統治に関するその他の事項

　当社は、全社的なリスク管理体制の強化を目指し、リスク管理基本規程を制定し、個々のリスクごとに責任部

署を定めリスク管理を行っております。万一重大なリスクが発生したとき、もしくは発生するおそれがある場合

には、同規程に基づき、原則として代表取締役社長を対策本部長とした緊急対策本部を直ちに招集します。必要

に応じて外部の専門家（顧問弁護士・税理士等）の指導助言を受けるとともに、迅速な対応を行うことで被害の

最小化に努めるとともに、再発防止の対策を講じる体制をとっております。

 

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の責任について、責任限定契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が、その職務を行うにあた

り善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑤　監査等委員会設置会社への移行

　当社は、取締役会の監督機能を一層強化することにより、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図る

ため、2016年６月29日開催の定時株主総会の決議をもって、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行

いたしました。

 

⑥　取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は12名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨

定款で定めております。

 

⑦　取締役の選任及び解任の決議要件

　取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨定款で定めています。また、解任決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

ものと定めています。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議

要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。

 

⑨　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑩　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会

の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。
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⑪　自己の株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑫　取締役の責任免除

　当社は、取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠っ

たことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、同法第425条第１項に定める範囲内で、

取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性8名　女性1名　（役員のうち女性の比率11.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
木村　恭介 1950年９月20日生

1979年４月　パラマウントベッド株式会社入社

1979年８月　同社取締役就任

1982年10月　当社取締役就任

1987年９月　パラマウントベッド株式会社常務取締役就

任

1991年４月　同社専務取締役就任

1997年４月　同社代表取締役副社長就任

2009年４月　パラマウントベッド株式会社代表取締役社

長就任（現任）

2011年２月　当社代表取締役社長就任（現任）

(注)３ 911

代表取締役

副社長
木村　通秀 1958年９月11日生

1983年２月　パラマウントベッド株式会社入社

1987年９月　同社取締役就任

1992年11月　当社監査役就任

2000年４月　パラマウントベッド株式会社財務システム

本部長

2009年４月　同社専務取締役就任

2011年２月　当社取締役就任

2011年10月　当社専務取締役就任

2018年６月　当社代表取締役副社長就任（現任）

2018年６月　パラマウントベッド株式会社代表取締役副

社長就任（現任）

(注)３ 911

専務取締役 木村　友彦 1977年７月17日生

2008年４月　パラマウントベッド株式会社入社

2010年６月　同社執行役員事業戦略本部副本部長

2011年４月　同社執行役員国際事業本部長

2011年10月　当社執行役員

2014年６月　当社上席執行役員

2015年６月　パラマウントベッド株式会社取締役就任

2016年４月　同社常務取締役就任

2018年６月　当社常務取締役就任

2019年６月　当社専務取締役就任（現任）

2019年６月　パラマウントベッド株式会社専務取締役就

任（現任）

(注)３ 820

常務取締役 佐藤　泉 1958年３月24日生

1980年４月　パラマウントベッド株式会社入社

2009年４月　同社執行役員営業本部長

2010年６月　同社取締役就任　営業本部長

2011年10月　当社取締役就任

2013年６月　当社常務取締役就任

2013年６月　パラマウントベッド株式会社常務取締役就

任　営業本部長

2015年４月　当社常務取締役企画部長

2015年４月　パラマウントベッド株式会社常務取締役

（現任）

2015年10月　当社常務取締役（現任）

(注)３ 6

取締役

総務部長 兼 人事部長
八田　俊之 1961年12月21日生

1984年４月　パラマウントベッド株式会社入社

2011年６月　同社執行役員人事部長　兼　広報・IR部長

2011年10月　当社執行役員人事部長　兼　広報・IR部長

2018年６月　当社執行役員総務部長　兼　人事部長

2018年６月　パラマウントベッド株式会社執行役員管理

本部長

2019年６月　当社取締役就任　総務部長　兼　人事部長

（現任）

2019年６月　パラマウントベッド株式会社取締役就任　

管理本部長（現任）

(注)３ 1
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

（監査等委員）
北原　義春 1957年３月６日生

1980年４月　パラマウントベッド株式会社入社

2009年４月　同社執行役員総務部長

2011年10月　当社執行役員総務部長

2015年６月　当社取締役就任　総務部長

2015年６月　パラマウントベッド株式会社取締役就任　

管理本部長

2018年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現任）

2018年６月　パラマウントベッド株式会社監査役就任

（現任）

(注)３ 3

取締役

（監査等委員）
岡　ゆかり 1963年４月26日生

1995年３月　最高裁判所司法研修所修了

1995年４月　弁護士登録

2007年６月　パラマウントベッド株式会社社外監査役就

任

2011年４月　当社社外監査役就任

2015年６月　当社社外取締役就任

2016年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
佐藤　正樹 1947年９月17日生

1973年６月　監査法人西方会計士事務所（現　有限責任

監査法人トーマツ）入所

1976年３月　公認会計士登録

1986年11月　同監査法人社員

1993年７月　監査法人トーマツ（現　有限責任監査法人

トーマツ）代表社員

2015年６月　当社社外監査役就任

2016年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
後藤　芳一 1955年10月30日生

1980年４月　通商産業省（現　経済産業省）入省

2003年８月　経済産業省　産業技術環境局標準課長

2004年６月　同省中小企業庁技術課長

2008年７月　同省製造産業局次長

2010年４月　同省大臣官房審議官（製造産業局担当）

2012年10月　東京大学大学院　工学系研究科　マテリア

ル工学専攻　特任教授

2015年６月　当社社外取締役就任

2017年10月　一般財団法人機械振興協会副会長　技術研

究所長（現任）

2018年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現任）

(注)３ －

計 2,653

（注）１．取締役副社長木村通秀は、取締役社長木村恭介の弟です。

２．取締役岡ゆかり、取締役佐藤正樹、取締役後藤芳一は、社外取締役です。

３．任期は、2020年６月27日までに終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結時までです。

 

②　社外取締役の状況

　当社は、取締役９名のうち、社外取締役３名（うち監査等委員３名）で構成しております。それぞれの社外取

締役が、一般株主との利益相反の恐れのない独立性を有しており、当社とも、人的関係、資本的関係、又は取引

関係その他の利害関係はありません。

　また、社外取締役がもつ豊富な経験と幅広い見識や、財務的、法務的な専門性を活かし、取締役の業務執行に

対し、中立的、客観的立場から適正な監査・監督機能を十分に果たしております。

　当社は、社外取締役の存在は、当社グループの経営体制の強化とともに、コンプライアンス体制の充実に寄与

するものと考えており、それゆえ現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用し、また、さらなる体制の充実を

すすめております。

　岡ゆかり氏は、弁護士として培われた専門的知識と高い見識を有しておられ、当社のコンプライアンス経営

や、コーポレート・ガバナンス体制の強化にその見識を活かしていただくため、監査等委員である社外取締役と

して選任いたしました。

　佐藤正樹氏は、公認会計士としての資格を有しており、長年にわたる会計監査経験に基づく高い見識を当社の

コーポレート・ガバナンス体制の強化に活かしていただくため、監査等委員である社外取締役として選任いたし

ました。なお、同氏は公認会計士としての資格を有していることから、財務及び会計に関し、相当程度の知見を

有するものと考えております。

　後藤芳一氏は、長年、企業のものづくりを中心とした産業振興に関する経済行政分野に携わってこられ、ま

た、産学連携や研究分野における豊富な経験と、幅広い知見を有しておられることから、その知見を当社の経営

に活かしていただくとともに、当社のコーポレート・ガバナンス体制のさらなる強化を図るため、監査等委員で

ある社外取締役として選任いたしました。
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　社外取締役を選任するにあたっては、人格・見識に優れ、出身分野における豊富な経験や実績を有するととも

に、高い倫理観を有する人物であることを基本的な要件としております。それに加え、会社法に定める社外取締

役の要件及び金融商品取引所が定める独立性基準を満たしていることを要件としております。

　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査、会計監査及び内部統制部門との相互連携につき

ましては、社外取締役全員が監査等委員であることから、「24ページ （３）監査の状況 ①　監査等委員監査及

び内部監査の状況 ｃ．監査等委員会監査、内部監査、会計監査及び内部統制部門との相互連携」をご参照くだ

さい。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員監査及び内部監査の状況

ａ．監査等委員監査の組織、人員及び手続

　監査等委員会は、監査等委員４名（うち社外取締役３名）で構成し、原則として毎月１回開催いたします。

また、監査等委員会が定めた監査方針、業務分担及び年度計画に基づき、次の事項等により厳正な監査を実施

いたします。すなわち、①業務及び財産の状況について事業所の実地監査を行う、②経営会議などの重要な会

議に出席し、必要に応じて意見を述べる、③取締役等から営業報告を聴取したり、重要書類を閲覧したりす

る。

　なお、監査等委員佐藤正樹氏は、公認会計士としての資格を有していることから、財務及び会計に関し、相

当程度の知見を有するものと考えております。

 

ｂ．内部監査の組織、人員及び手続

　社長直属の内部監査室（３名）が、内部監査規程に基づき、当社及び連結子会社を含めた全部門を対象に業

務監査及び会計監査を計画的に実施しております。監査の実効性を確保するため、改善事項を指摘された被監

査部門は、改善の進捗状況を定期的に報告する義務があります。

 

ｃ．監査等委員会監査、内部監査、会計監査及び内部統制部門との相互連携

　監査等委員会は、内部監査室から監査計画、結果の報告を受け、意見交換を実施しております。また、会計

監査人による監査の報告会にて問題の共有化を図るとともに、必要に応じて監査等委員会・内部監査室の合同

監査も実施しております。

　さらに、会計監査人から監査の計画、結果について説明を受け、随時情報交換や意見交換を実施しておりま

す。

　監査等委員会及び内部監査室は、内部統制部門と定期的に情報の共有を図り、監査の実効性を高めておりま

す。

　社員がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに社内及び社外の担当窓口（社内の担当窓口は

企業倫理室）に通報する体制が構築されており、通報を受けた企業倫理室は、当該問題を調査するとともに、

関連部署と協議した上で、再発防止策を含む適切な措置を講じる体制を構築しております。通報を受けた内容

が、重大な法令違反又は会計上問題となる事項の場合は、監査等委員会へ報告することとなっております。

　当社における内部統制部門とは、主に総務部及び財務部をいいます。総務部は、社内の各部署と連携しなが

らコンプライアンス推進のための諸施策を実施しております。また、会社としての企業倫理の基本姿勢等を盛

り込んだ「コンプライアンスマニュアル」を含む『企業倫理ガイドブック』を配布し、社員の啓発・指導を

行っております。さらに、業務の適法性についての啓発・指導とモニタリングを継続的に行っております。一

方、財務部は、財務報告に係る内部統制についての啓発・指導とモニタリングを継続的に行っております。

　また、監査等委員会、内部監査室、会計監査人及び内部統制部門で構成する４者合同会議を年に１回程度開

催し、情報交換や意見交換を行い、情報の共有や相互連携に努めております。

 

②　会計監査の状況

ａ．会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ
 

ｂ．業務を執行した公認会計士

谷藤　雅俊

山本　道之

 

ｃ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他５名であります。

 

ｄ．会計監査人の選定方針と理由

　会計監査人を新たに選定する際は、日本監査役協会「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等

の実務指針 第２部」に準拠し、会計監査人候補者から、監査法人の概要、監査の実施体制等、監査報酬の見

積額について書面を入手し、面談、質問等を通じて選定することとしております。

　上記を踏まえ、会計監査人としての実績、品質管理体制、独立性及び専門性の有無、当社が展開する事業へ

の理解度や海外における監査体制等を勘案した結果、有限責任監査法人トーマツを会計監査人として選定して

おります。

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ、監査業務に重

大な支障をきたすと判断したときは、監査等委員全員の同意により会計監査人の解任を決定いたします。ま

た、当社の会計監査人であることにつき支障があると判断される場合には、監査等委員会は、株主総会に提出

する会計監査人の解任又は不再任の議案の内容を決定いたします。
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ｅ．監査等委員会による監査法人の評価

　監査等委員会は、会計監査人の評価基準及び選定基準を定めており、当該基準に基づき会計監査人の評価を

行っております。直近１年間の評価内容をもとに、監査等委員会において会計監査人を再任又は不再任とする

旨の決議を行うこととしております。

 

③　監査報酬の内容等

　「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（平成31年１月31日内閣府令第３号）によ

る改正後の「企業内容等の開示に関する内閣府令」第二号様式記載上の注意(56)ｄ(f)ⅰからⅲの規定に経過措

置を適用しております。

 

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 29 5 29 －

連結子会社 21 22 21 34

計 50 27 50 34

　当社における非監査業務の内容は、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務として、グループの人事制度

改定に係るコンサルティング業務等を委託し、対価を支払っております。

 

ｂ．その他重要な報酬の内容

（前連結会計年度）

　当社の連結子会社であるPT．パラマウントベッド インドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司に対し、当

社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト・トウシュ・トーマツのメンバー・ファー

ムであるデロイト・アンド・アソシエス及びその他の関係法人が提供した専門的業務に対する報酬は、監査報

酬２百万円、その他の報酬６百万円、合計８百万円であります。

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社であるPT．パラマウントベッド インドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司に対し、当

社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト・トウシュ・トーマツのメンバー・ファー

ムであるデロイト・アンド・アソシエス及びその他の関係法人が提供した専門的業務に対する報酬は、監査報

酬２百万円、その他の報酬５百万円、合計７百万円であります。

 

ｃ．監査報酬の決定方針

　当社の会計監査人に対する監査報酬の決定方針としましては、会計監査人と協議し、その監査内容、監査日

数等について当社の規模、業務特性に照らして妥当性の確認を行い、当該監査日数に応じた報酬額について、

決定することとしております。

 

ｄ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査等委員会が会社法第399条第１項の同

意をした理由は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切

であるかどうかについて必要な検証を行ったことによります。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めております。

　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の報酬は、役位に応じた報酬体系とし、役位ごと

の報酬テーブルに基づく基本報酬及び、当該連結会計年度の売上高や利益額といった業績要素を加味した賞与に

より構成されています。また、監査等委員である取締役及び社外取締役は、その役割と独立性の観点から基本報

酬のみで構成されています。

　当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2016年６月29日であり、決議の内容は、取締役（監査等

委員を除く。）の報酬限度額について年額５億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、取締役（監査等

委員）の報酬限度額について年額１億円以内となっております。

　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。なお、当連結会計年度においては、社外取締役はす

べて監査等委員となっております。）の報酬等の算定方法の決定にあたっては、事前に独立社外取締役の意見を

聴取した上で、取締役会で決定することとしており、当連結会計年度においては、2018年４月20日に独立社外取

締役から意見を聴取した上で、2018年６月28日開催の取締役会で決議しております。

　取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の額の決定について権限を有する者は代表取締役社長であり、その権

限の内容及び裁量の範囲は、取締役会で決議した役員の報酬等の算定方法に則り、取締役（監査等委員を除

く。）の報酬限度額（2016年６月29日開催の第34回定時株主総会において決議いただいた年額５億円以内。ただ

し、使用人分給与は含まない。）の範囲内において決定しております。

　取締役（監査等委員）の報酬等の額の決定については、報酬限度額（2016年６月29日開催の第34回定時株主総

会において決議いただいた年額１億円以内。）の範囲内において監査等委員会での協議を経て決定しておりま

す。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
241 241 － － 7

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
20 20 － － 2

社外取締役 32 32 － － 4

（注）１．　取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．　上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。

　当連結会計年度における役員賞与引当金繰入額15百万円（取締役（監査等委員を除く。）４名（うち社

外取締役０名）に対し15百万円）。

３．　取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の額には、2018年６月28日開催の第36回定時株主総会の終結の

時をもって退任した取締役３名の在任中の報酬等の額が含まれております。

　なお、退任取締役（監査等委員を除く。）のうち２名につきましては、同株主総会の終結の時をもって

取締役（監査等委員を除く。）を退任した後、新たに取締役（監査等委員）に就任したため、取締役（監

査等委員を除く。）在任期間分は取締役（監査等委員を除く。）に、取締役（監査等委員）在任期間分は

取締役（監査等委員）に含めて記載しております。

４．　取締役（監査等委員）の報酬等の額には、2018年６月28日開催の第36回定時株主総会の終結の時をもっ

て退任した取締役（監査等委員）１名の在任中の報酬等の額が含まれております。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社グループは、投資株式について株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的として

保有する株式を純投資目的の投資株式としております。

　一方で、純投資目的以外の目的で保有する株式を政策保有株式としており、保有の合理性が認められる場合に

限り保有いたします。保有の合理性が認められる場合とは、当社グループが事業活動を行っていく上で取引関係

の維持や強化等の面で必要性があること、また株式の発行会社の株価動向や企業業績等を検証し、保有に伴うリ

スク面やリターン面を踏まえ、採算性も考慮した上で、合理的であると判断できる場合をいいます。これらの要

件を満たさなくなったと取締役会で判断した場合は、その保有を適宜縮減いたします。

　また、同株式に係る議決権行使は、その議案が株式の発行会社の中長期的な企業価値の向上、株式の価値の

向上に資するかどうかという観点と、当該株式の保有の目的とも照らしつつ、適切に行使いたします。

 

②　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）であるパラマウントベッド株式会社の保有状況については以下のとおりであります。

(イ)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における

検証の内容

純投資以外の目的で保有する株式は非上場株式のため該当なし

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 13 789

非上場株式以外の株式 － －

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 2 591 取引関係の強化のため

非上場株式以外の株式 － － －

（注）投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更した11銘柄については、増加した銘柄には含め

ておりません。

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当なし

 

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

純投資以外の目的で保有する株式は非上場株式のため該当なし

みなし保有株式

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

該当なし

 

 

 

 

 

 

 

(ロ)保有目的が純投資目的である投資株式
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区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 2 0 13 198

非上場株式以外の株式 6 453 6 419

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 8 － 331

 

(ハ)　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

－ 209,963 198

（注）投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものは非上場株式であるため、銘柄名に

ついては記載いたしません。

 

(ニ)　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

該当なし

 

③　提出会社における株式の保有状況

(イ)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における

検証の内容

該当なし

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

該当なし

 

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

該当なし

みなし保有株式

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

該当なし
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(ロ)保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 1 216 1 216

非上場株式以外の株式 4 318 4 373

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 3 － 5

非上場株式以外の株式 12 － 128

 

(ハ)　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

該当なし

 

(ニ)　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

　前事業年度

該当なし

　当事業年度

該当なし

EDINET提出書類

パラマウントベッドホールディングス株式会社(E25664)

有価証券報告書

30/75



第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2018年４月１日から2019年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,943 30,376

受取手形及び売掛金 23,271 23,323

リース債権及びリース投資資産 2,552 2,505

有価証券 15,726 15,814

商品及び製品 4,900 5,374

仕掛品 243 262

原材料及び貯蔵品 1,334 1,295

未収還付法人税等 634 773

その他 1,091 1,532

貸倒引当金 △47 △45

流動資産合計 78,651 81,212

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 26,882 27,747

減価償却累計額 △19,307 △19,853

建物及び構築物（純額） 7,575 7,894

機械装置及び運搬具 7,348 7,370

減価償却累計額 △6,555 △6,639

機械装置及び運搬具（純額） 793 731

土地 8,650 8,650

リース資産 4,817 6,000

減価償却累計額 △3,771 △4,758

リース資産（純額） 1,046 1,242

賃貸資産 26,482 31,471

減価償却累計額 △13,569 △16,904

賃貸資産（純額） 12,913 14,566

建設仮勘定 711 251

その他 9,178 9,334

減価償却累計額 △7,826 △7,939

その他（純額） 1,351 1,394

有形固定資産合計 33,041 34,730

無形固定資産   

のれん 371 285

その他 2,031 2,379

無形固定資産合計 2,402 2,665

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 15,424 ※１ 16,243

繰延税金資産 2,948 2,764

その他 ※１ 6,736 ※１ 6,445

貸倒引当金 △29 △54

投資その他の資産合計 25,080 25,398

固定資産合計 60,524 62,794

資産合計 139,176 144,006
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,700 10,850

1年内償還予定の新株予約権付社債 1,222 －

リース債務 2,651 2,606

未払法人税等 2,513 1,688

賞与引当金 1,303 1,365

役員賞与引当金 27 22

その他 4,613 4,675

流動負債合計 22,031 21,209

固定負債   

リース債務 5,775 5,687

繰延税金負債 2,396 2,511

環境対策引当金 41 3

退職給付に係る負債 5,806 6,028

その他 321 324

固定負債合計 14,341 14,554

負債合計 36,373 35,764

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,207 4,207

資本剰余金 51,586 51,822

利益剰余金 50,194 54,056

自己株式 △3,662 △2,679

株主資本合計 102,326 107,405

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 542 681

為替換算調整勘定 387 526

退職給付に係る調整累計額 △454 △372

その他の包括利益累計額合計 476 835

非支配株主持分 0 0

純資産合計 102,803 108,242

負債純資産合計 139,176 144,006
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 77,220 80,088

売上原価 ※１ 42,099 ※１ 43,718

売上総利益 35,120 36,370

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 24,458 ※２,※３ 25,789

営業利益 10,661 10,580

営業外収益   

受取利息 145 168

受取配当金 153 124

為替差益 41 －

受取保険金 42 41

投資事業組合運用益 738 －

匿名組合投資利益 237 39

スクラップ売却益 64 55

その他 164 110

営業外収益合計 1,586 540

営業外費用   

支払利息 30 32

為替差損 － 65

投資事業組合運用損 － 33

貸倒引当金繰入額 － 36

その他 56 29

営業外費用合計 86 197

経常利益 12,161 10,923

特別利益   

投資有価証券売却益 27 206

投資有価証券償還益 32 33

特別利益合計 59 239

特別損失   

投資有価証券売却損 14 －

投資有価証券償還損 4 111

投資有価証券評価損 0 112

関係会社株式評価損 － 732

特別損失合計 19 955

税金等調整前当期純利益 12,201 10,206

法人税、住民税及び事業税 3,736 3,319

法人税等調整額 98 182

法人税等合計 3,835 3,502

当期純利益 8,366 6,704

非支配株主に帰属する当期純利益 0 0

親会社株主に帰属する当期純利益 8,366 6,704
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当期純利益 8,366 6,704

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 138

為替換算調整勘定 △180 139

退職給付に係る調整額 70 81

その他の包括利益合計 ※ △109 ※ 359

包括利益 8,257 7,064

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 8,257 7,064

非支配株主に係る包括利益 0 0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,207 49,877 44,451 △10,730 87,805

当期変動額      

剰余金の配当   △2,623  △2,623

親会社株主に帰属する当期
純利益   8,366  8,366

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  1,709  7,070 8,780

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 1,709 5,743 7,068 14,520

当期末残高 4,207 51,586 50,194 △3,662 102,326

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の
包括利益累
計額合計

当期首残高 542 568 △525 585 0 88,391

当期変動額       

剰余金の配当      △2,623

親会社株主に帰属する当期
純利益      8,366

自己株式の取得      △2

自己株式の処分      8,780

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

0 △180 70 △109 △0 △109

当期変動額合計 0 △180 70 △109 △0 14,411

当期末残高 542 387 △454 476 0 102,803
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,207 51,586 50,194 △3,662 102,326

当期変動額      

剰余金の配当   △2,842  △2,842

親会社株主に帰属する当期
純利益   6,704  6,704

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  235  984 1,220

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 235 3,861 982 5,079

当期末残高 4,207 51,822 54,056 △2,679 107,405

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の
包括利益累
計額合計

当期首残高 542 387 △454 476 0 102,803

当期変動額       

剰余金の配当      △2,842

親会社株主に帰属する当期
純利益      6,704

自己株式の取得      △2

自己株式の処分      1,220

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

138 139 81 359 △0 359

当期変動額合計 138 139 81 359 △0 5,439

当期末残高 681 526 △372 835 0 108,242
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 12,201 10,206

減価償却費 5,859 6,361

のれん償却額 31 85

賞与引当金の増減額（△は減少） 34 65

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 249 214

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21 23

受取利息及び受取配当金 △298 △293

為替差損益（△は益） 47 △121

受取保険金 △42 △41

支払利息 30 32

投資事業組合運用損益（△は益） △738 33

匿名組合投資損益（△は益） △237 △39

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △40 △128

投資有価証券評価損益（△は益） 0 112

関係会社株式評価損 － 732

売上債権の増減額（△は増加） △375 △21

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増

加）
226 147

賃貸資産の増加額 △2,438 △3,842

たな卸資産の増減額（△は増加） △436 △453

仕入債務の増減額（△は減少） △956 1,075

リース債務の支払額 △2,160 △2,710

その他 608 △127

小計 11,544 11,311

利息及び配当金の受取額 285 292

利息の支払額 △30 △32

法人税等の還付額 971 823

法人税等の支払額 △2,803 △4,480

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,967 7,914

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 6,179 1,011

有価証券の取得による支出 △5,048 △3,898

有価証券の売却による収入 1,552 4,458

有形固定資産の取得による支出 △1,822 △1,235

有形固定資産の除却による支出 △10 －

無形固定資産の取得による支出 △393 △727

投資有価証券の取得による支出 △1,630 △3,670

投資有価証券の売却による収入 669 878

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△154 －

子会社株式の取得による支出 △360 △390

子会社出資金の払込による支出 △499 －

投資事業組合等の分配収入 1,354 761

保険積立金の積立による支出 △135 △255

保険積立金の満期等による収入 42 202

貸付けによる支出 △398 △458

その他 161 858

投資活動によるキャッシュ・フロー △493 △2,464
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △2 △2

配当金の支払額 △2,619 △2,840

その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,621 △2,842

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60 26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,791 2,633

現金及び現金同等物の期首残高 27,644 34,435

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 34,435 ※１ 37,069
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項
　子会社8社（パラマウントベッド株式会社、パラテクノ株式会社、パラマウントケアサービス株式会社、CS
アメニティサポート株式会社、パラマウントベッド アジア パシフィック、PT.パラマウントベッド インド
ネシア、八楽夢床業(中国)有限公司、他1社)を連結の範囲に含めております。
　子会社8社(KPサービス株式会社、パラマウントベッド インディア、パラマウントベッド ベトナム、パラ
マウントベッド タイランド、パラマウントベッド メキシコ、パラマウントベッド ブラジル、他２社)は、
それぞれ総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないため、連結の範囲から除外しております。
　なお、CSアメニティサポート株式会社は、同社株式の取得に伴い、前連結会計年度より連結の範囲に含め
ております。

 

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用会社はありません。

(1）持分法を適用しない非連結子会社

　　　主要な非連結子会社の名称

KPサービス株式会社
パラマウントベッド インディア
パラマウントベッド ベトナム
パラマウントベッド タイランド
パラマウントベッド メキシコ
パラマウントベッド ブラジル
 

(2）持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち八楽夢床業(中国)有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(イ）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

(ロ）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(ハ）その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっております。

②　デリバティブ

　原則として時価法

③　たな卸資産

(イ）商品及び製品、仕掛品、原材料

　主に総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(ロ）貯蔵品

　最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は主に定率法、在外連結子会社は主に定額法

　ただし、当社及び国内連結子会社の1998年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、国内連結子会社の賃貸資産については定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
賃貸資産

３～50年
４～11年
３～８年

その他（工具、器具及び備品等） ２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社の従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社の役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づ

き計上しております。

④　環境対策引当金

　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理することが義務付

けられているPCB廃棄物の処理に備えるため、処理費用見込額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。なお、当社及び一部の国内連結子会社は、簡便法を適用してお

ります。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　原則として、リース料受取時に利息相当額と元本回収額とに区分し、利息相当額は損益として処理

し、元本回収額はリース投資資産の元本回収額として処理する方法によっております。

 

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、振当処理をしているものを除き連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株

主持分に含めております。
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(7）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

　当社グループの社内規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジしており

ます。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごと

に比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価しております。

 

(8）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却は、５年間の定額法により償却をすることとしております。

 

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価格の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

(10）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度

の費用として処理しております。

 

（未適用の会計基準等）

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2018年３月30日　企業会計基準委員会）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2018年３月30日　企業会計基

準委員会）

 

(1）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会に

おいて、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

(2）適用予定日

　2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。
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（表示方法の変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年度

の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示

する方法に変更しております。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。

 

（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

投資有価証券(株式) 872百万円 546百万円

投資有価証券(その他) 169 170

その他 898 898

 

　２．偶発債務

金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

従業員(住宅資金借入債務) 50百万円 42百万円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損(△は戻入益)が売上

原価に含まれております。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

　 △153百万円 △37百万円

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

運送費 2,733百万円 2,745百万円

給料手当 4,554 4,798

賞与引当金繰入額 722 832

役員賞与引当金繰入額 27 22

退職給付費用 419 443

 

※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

　 1,589百万円 1,642百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 799百万円 184百万円

組替調整額 △778 17

税効果調整前 20 201

税効果額 △20 △63

その他有価証券評価差額金
0 138

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △180 139

組替調整額 － －

為替換算調整勘定 △180 139

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 21 34

組替調整額 81 80

税効果調整前 102 115

税効果額 △32 △33

退職給付に係る調整額 70 81

その他の包括利益合計 △109 359

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 30,877,487 － － 30,877,487

 　　　　合計 30,877,487 － － 30,877,487

 自己株式（注）１，２     

 　　普通株式 3,263,161 490 2,150,312 1,113,339

 　　　　合計 3,263,161 490 2,150,315 1,113,339

（注）１．　株式数の増加490株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．　株式数の減少2,150,312株は、新株予約権付社債の権利行使によるものであります。
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２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,380 50  2017年３月31日  2017年６月30日

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年10月31日

取締役会
普通株式 1,242 45  2017年９月30日  2017年12月４日

 

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,339 利益剰余金 45  2018年３月31日  2018年６月29日

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 30,877,487 － － 30,877,487

 　　　　合計 30,877,487 － － 30,877,487

 自己株式（注）１，２     

 　　普通株式 1,113,339 419 299,398 814,360

 　　　　合計 1,113,339 419 299,398 814,360

（注）１．　株式数の増加419株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．　株式数の減少299,398株は、新株予約権付社債の権利行使によるものであります。

 

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,339 45  2018年３月31日  2018年６月29日

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年10月31日

取締役会
普通株式 1,503 50  2018年９月30日  2018年12月４日

 

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年６月27日 

定時株主総会
普通株式 1,503 利益剰余金 50  2019年３月31日  2019年６月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

現金及び預金勘定 28,943百万円 30,376百万円

有価証券勘定 15,726 15,814 

計 44,670 46,190 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,011 － 

償還期間が３ヶ月を超える証券投資信託及

び債券
△9,222 △9,121 

現金及び現金同等物 34,435 37,069 

 

（リース取引関係）

(借手側)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　主として、テレビシステム事業の備品類であります。

 

②　賃貸資産に含めて表示しているリース資産の内容

　主として、レンタル事業向けの福祉用具（工具、器具及び備品等）であります。

 

③　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(２)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

１年内 66 67

１年超 605 585

合計 672 652

 

(貸手側)

①　リース投資資産の内訳

(イ) 流動資産 （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

リース料債権部分 2,884 2,730

見積残存価額部分 － －

受取利息相当額 △562 △495

リース投資資産 2,322 2,234

 

②　リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

(イ) 流動資産 （単位：百万円）
  

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 83 63 45 16 12 10

リース投資資産 814 667 552 392 189 267
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 （単位：百万円）

 

 
当連結会計年度

（2019年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 92 74 44 41 14 3

リース投資資産 724 629 496 327 251 300
 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業活動を行うために必要な運転資金及び設備投資資金については、自己資金を充当して

おります。余資につきましては、主に預金及び有価証券等の金融商品で運用しております。また、デリバティ

ブ取引につきましては、投機的な取引は一切行わない方針であります。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　現金及び預金に含まれている外貨預金は、為替変動リスクに晒されております。

　営業債権である受取手形及び売掛金、リース債権及びリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクや投資先の事業リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う外

貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

　リース債務は、主に賃貸資産の購入及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、返済期間は決

算日後８年以内であります。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約

取引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（7）重要な

ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信限度管理規程に基づき、各取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務

状況等を把握しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた管理規程に従い、担当部署が当該案件ごとに

権限設定の定める決裁権者による承認を得て行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び主要な子会社は、毎月資金繰り計画を作成・更新するとともに、相当額の手許流動性の維持などに

より、流動性リスクを管理しております。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２をご参照ください。）

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 28,943 28,943 －

(2）受取手形及び売掛金 23,271 23,271 －

(3）リース債権及びリース投資資

産
2,552 3,020 468

(4) 有価証券及び投資有価証券    

　 ① 満期保有目的の債券 200 200 0

 　 ② その他有価証券 29,709 29,709 －

　資産計 84,677 85,145 468

(1）買掛金 9,700 9,700 －

(2）リース債務 8,426 8,504 78

(3）１年内償還予定の新株予約権

付社債
1,222 1,627 404

　負債計 19,348 19,831 482

 デリバティブ取引(*1) △6 △6 －

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、△で表示しております。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 30,376 30,376 －

(2）受取手形及び売掛金 23,323 23,323 －

(3）リース債権及びリース投資資

産
2,505 2,874 369

(4) 有価証券及び投資有価証券    

　 ① 満期保有目的の債券 200 202 2

 　 ② その他有価証券 30,336 30,336 －

　資産計 86,742 87,114 372

(1）買掛金 10,850 10,850 －

(2）リース債務 8,293 8,430 136

　負債計 19,143 19,280 136

 デリバティブ取引(*1) 17 17 －

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、△で表示しております。
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 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金並びに(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) リース債権及びリース投資資産

　回収可能性を反映した元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値によっております。

　(4) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、取引所の価格及び取引金融機関から提示された価格によっております。ま

た、一部債券につきましては、償還見込額を新規に同様の債券を取得した場合に想定される利回りで割り

引いた現在価値によっております。保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関

係」注記をご参照ください。

負　債

(1) 買掛金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(2) リース債務

　時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値によっております。

(3) １年内償還予定の新株予約権付社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格により算定しております。

デリバティブ取引

　「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

非上場株式 1,070 1,336

投資事業組合出資金 169 184

出資金 905 905

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 4,280 － － －

受取手形及び売掛金 23,271 － － －

リース債権及びリース投資資

産
750 1,586 215 －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券 － 200 － －

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1) 債券（社債） 1,624 1,344 471 1,320

(2) その他 15,892 1,391 1,178 91

合計 45,819 4,521 1,865 1,412

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 4,362 － － －

受取手形及び売掛金 23,323 － － －

リース債権及びリース投資資

産
704 1,567 232 －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券 － 200 － －

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1) 債券（社債） 2,226 1,952 597 1,566

(2) その他 14,730 1,547 835 199

合計 45,347 5,266 1,666 1,766
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４. リース債務の連結決算日後の返済予定額と１年内償還予定の新株予約権付社債の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

 リース債務 2,651 2,128 1,604 1,120 696 225

 １年内償還予定の

新株予約権付社債
1,220 － － － － －

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

 リース債務 2,606 2,106 1,635 1,140 588 216

 

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2018年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 200 200 0

(3）その他 － － －

小計 200 200 0

時価が連結貸借対照

表計上額を超えない

もの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 200 200 0

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 200 202 2

(3）その他 － － －

小計 200 202 2

時価が連結貸借対照

表計上額を超えない

もの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 200 202 2
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２．その他有価証券

前連結会計年度（2018年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 1,009 523 485

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 2,811 2,663 147

③ その他 208 199 9

(3）その他 9,633 8,790 842

小計 13,663 12,177 1,485

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 1,298 1,386 △88

③ その他 1,291 1,387 △95

(3）その他 13,456 13,986 △530

小計 16,046 16,760 △714

合計 29,709 28,938 770

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額 198百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 923 453 469

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 3,021 2,855 166

③ その他 1,303 1,292 10

(3）その他 11,123 10,409 714

小計 16,371 15,011 1,360

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 65 70 △4

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 1,330 1,393 △62

③ その他 1,642 1,658 △16

(3）その他 10,927 11,231 △303

小計 13,965 14,353 △388

合計 30,336 29,364 972

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額 789百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表には含めておりません。
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３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

種類
売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 0 0 －

(2）債券 － － －

(3）その他 648 27 △14

合計 648 27 △14

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

種類
売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 － － －

(2）債券 80 7 －

(3）その他 424 199 －

合計 504 206 －

 

４．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、その他有価証券の非上場株式について0百万円の減損処理を行っております。

　当連結会計年度において、その他有価証券のその他について112百万円の減損処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（2018年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 243 122 △7 △7

人民元 600 － 1 1

合計 843 122 △6 △6

　(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 122 21 6 6

人民元 648 － 10 10

合計 770 21 17 17

　(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（2018年３月31日）

　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、ポイント制度を導入するとともに、加入者については確定拠出制度及び退職金前

払制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

　なお、当社及び一部の連結子会社は、複数事業主制度の東京薬業企業年金基金に加入しており、このうち、自社

の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処

理しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2017年４月１日

至　2018年３月31日）

当連結会計年度

（自　2018年４月１日

至　2019年３月31日）

退職給付債務の期首残高 5,568百万円 5,808百万円

勤務費用 347 365

利息費用 20 22

数理計算上の差異の発生額 △20 △35

退職給付の支払額 △95 △133

その他 △12 1

退職給付債務の期末残高 5,808 6,028

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2017年４月１日

至　2018年３月31日）

当連結会計年度

（自　2018年４月１日

至　2019年３月31日）

年金資産の期首残高 3百万円 1百万円

数理計算上の差異の発生額 0 △0

退職給付の支払額 △2 △1

年金資産の期末残高 1 －

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 1百万円 －百万円

年金資産 △1 －

 △0 －

非積立型制度の退職給付債務 5,807 6,028

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,806 6,028

   

退職給付に係る負債 5,806 6,028

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,806 6,028
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　2017年４月１日

至　2018年３月31日）

当連結会計年度

（自　2018年４月１日

至　2019年３月31日）

勤務費用 347百万円 365百万円

利息費用 20 22

数理計算上の差異の費用処理額 81 80

その他 21 14

確定給付制度に係る退職給付費用 471 483

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　2017年４月１日

至　2018年３月31日）

当連結会計年度

（自　2018年４月１日

至　2019年３月31日）

数理計算上の差異 102百万円 115百万円

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △650百万円 △534百万円

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

公社債 30.7％ －

外国証券 35.4 －

貸付金 15.3 －

株式 8.8 －

その他 9.8 －

合　計 100.0 －

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

割引率 0.0～0.2％ 0.0～0.2％

長期期待運用収益率 0.0％ －

予想昇給率等 主に勤続ポイントと役職

ポイントによるポイント

制を採用しております。

同左
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３．確定拠出制度

　当社及び一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度134百万円、当連結会計年度134百

万円であります。

 

４．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度135

百万円、当連結会計年度138百万円であります。

 

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）

当連結会計年度

（2018年３月31日）

年金資産の額 549,912百万円 531,843百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
547,838 512,770

差引額 2,074 19,073

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度　1.7％　　（自　2018年３月１日　至　2018年３月31日）

当連結会計年度　1.7％　　（自　2019年３月１日　至　2019年３月31日）

 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、未償却過去勤務債務残高（前連結会計年度28,872百万円、当連結会計年度

23,254百万円）、剰余金（前連結会計年度2,650百万円、当連結会計年度11,381百万円）及び別途積立金（前連

結会計年度28,296百万円、当連結会計年度30,947百万円）であります。

　また、未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛金

率1.55％、償却残余期間は2018年３月31日現在で４年０ヶ月であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当連結会計年度
（2019年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 384百万円  404百万円

役員退職慰労未払金 67  67

退職給付に係る負債 1,786  1,839

貸倒引当金 25  27

投資有価証券評価損 36  74

匿名組合出資金 88  88

時価評価差益 208  206

その他 2,389  2,543

繰延税金資産小計 4,985  5,252

評価性引当額 △328  △527

繰延税金資産合計 4,657  4,724

繰延税金負債    

子会社の留保利益金 △360  △371

圧縮積立金 △1  △1

その他有価証券評価差額金 △227  △290

時価評価差損 △1,379  △1,370

その他 △2,137  △2,438

繰延税金負債合計 △4,104  △4,471

繰延税金資産の純額 552  252
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2019年３月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効果会
計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効
税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しており
ます。

 30.6%
（調整）   
交際費等損金不算入額  0.7
住民税均等割  0.3
海外子会社との税率差異  △0.6
子会社の留保利益  0.1
評価性引当額の増減  2.3
その他  0.9
税効果会計適用後の法人税等の負担率  34.3

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　　当社グループは、ベッド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　　当社グループは、ベッド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 
製品及び商品

 
レンタル

 
合計ベッド

マットレ
ス

病室用家
具

医療用
器具備品

部品等 その他

外部顧客への売上高 27,327 4,677 7,452 5,601 3,491 11,300 17,368 77,220

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 アジア 中東 ヨーロッパ その他の地域 合計

70,115 6,304 252 2 544 77,220

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％を超えないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 
製品及び商品

 
レンタル

 
合計ベッド

マットレ
ス

病室用家
具

医療用
器具備品

部品等 その他

外部顧客への売上高 25,502 4,847 7,464 6,031 3,778 13,167 19,297 80,088
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２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 アジア 中東 ヨーロッパ その他の地域 合計

72,883 6,099 339 3 762 80,088

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％を超えないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

  （単位：百万円）

 ベッド関連事業 合計

当期償却額 31 31

当期末残高 371 371

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

  （単位：百万円）

 ベッド関連事業 合計

当期償却額 85 85

当期末残高 285 285

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。
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(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

当社役員
が所有し
ている会
社

有限会社
レッジウッ
ド（注1）

東京都港区
3

(百万円)
資産管理

（被所有）
 直接  6.9

役員の兼任
運用商品の
購入（注2）

18 － －

非連結
子会社

パラマウン
トベッド
インディア

インド共和
国

131
(百万インド

ルピー)
製造業

（所有）
 間接 100.0

資金の援助 資金の貸付 －
長期貸
付金
(注3)

665

 

（注）１．有限会社レッジウッドは、当社代表取締役 木村恭介が議決権の60％を保有しております。

２．運用商品の購入価格は、取引金融機関が提示した取引直近日の終値により決定しており、支払条件は一括現

金払いであります。

３．当連結会計年度において、36百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

１株当たり純資産額 3,453.90円 3,600.49円

１株当たり当期純利益 297.24円 223.67円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 277.06円 222.96円

（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 8,366 6,704

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（百万

円）
8,366 6,704

期中平均株式数（株） 28,147,415 29,975,272

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 2,050,528 95,402

　（うち転換社債型新株予約権付社債（株）） (2,050,528) (95,402)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ──────

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

当社
2018年満期円貨建転換
社債型新株予約権付社債
（注）

2013年
７月26日

1,222
(1,222)

－
(－)

－ － －

合計 － －
1,222
(1,222)

－
(－)

－ － －

（注）　（）内の金額は、１年内に償還が予定されている転換社債型新株予約権付社債であります。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率（％） 返済期限

 短期借入金 － － － －

 １年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

 １年以内に返済予定のリース債務 2,651 2,606 0.9 －

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,775 5,687 1.1 2020年～2027年

 その他有利子負債 － － － －

合計 8,426 8,293 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

　リース債務 2,106 1,635 1,140 588

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 17,586 36,759 55,371 80,088

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
2,199 5,340 7,500 10,206

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

1,516 3,693 5,152 6,704

１株当たり四半期（当期）　

純利益金額（円）
50.92 123.52 172.06 223.67

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
50.92 72.56 48.56 51.61
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,610 20,012

売掛金 ※ 382 ※ 403

有価証券 15,726 15,703

前払費用 16 15

未収還付法人税等 634 719

その他 ※ 610 ※ 740

流動資産合計 35,980 37,594

固定資産   

有形固定資産   

建物 139 131

車両運搬具 2 1

工具、器具及び備品 30 129

建設仮勘定 167 －

有形固定資産合計 339 262

無形固定資産   

ソフトウエア 102 608

その他 127 2

無形固定資産合計 229 611

投資その他の資産   

投資有価証券 11,702 11,828

関係会社株式 36,903 36,903

長期貸付金 ※ 3,020 ※ 2,389

保険積立金 1,052 1,093

匿名組合出資金 2,563 2,020

その他 210 148

投資その他の資産合計 55,452 54,383

固定資産合計 56,021 55,257

資産合計 92,002 92,852
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

1年内償還予定の新株予約権付社債 1,222 －

未払金 ※ 116 ※ 111

未払費用 17 18

未払消費税等 12 －

預り金 23 20

賞与引当金 27 27

役員賞与引当金 23 15

その他 1 1

流動負債合計 1,446 194

固定負債   

退職給付引当金 191 149

その他 73 13

固定負債合計 264 163

負債合計 1,711 357

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,207 4,207

資本剰余金   

資本準備金 49,877 49,877

その他資本剰余金 1,709 1,944

資本剰余金合計 51,586 51,822

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 37,704 38,664

利益剰余金合計 37,704 38,664

自己株式 △3,662 △2,679

株主資本合計 89,836 92,014

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 454 480

評価・換算差額等合計 454 480

純資産合計 90,290 92,494

負債純資産合計 92,002 92,852
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

営業収益 ※１ 6,689 ※１ 5,290

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,804 ※１,※２ 1,843

営業利益 4,885 3,447

営業外収益   

受取利息 ※１ 132 ※１ 127

受取配当金 96 91

投資事業組合運用益 738 －

匿名組合投資利益 237 39

その他 ※１ 167 ※１ 253

営業外収益合計 1,371 511

営業外費用   

為替差損 3 －

投資事業組合運用損 － 52

その他 0 0

営業外費用合計 3 52

経常利益 6,253 3,906

特別利益   

投資有価証券売却益 20 206

投資有価証券償還益 32 33

特別利益合計 52 239

特別損失   

投資有価証券売却損 14 －

投資有価証券評価損 － 112

投資有価証券償還損 4 111

特別損失合計 19 223

税引前当期純利益 6,287 3,922

法人税、住民税及び事業税 412 132

法人税等調整額 △32 △11

法人税等合計 379 120

当期純利益 5,907 3,802
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越

利益剰余金

当期首残高 4,207 49,877 － 49,877 34,420 34,420 △10,730 77,774

当期変動額         

剰余金の配当     △2,623 △2,623  △2,623

当期純利益     5,907 5,907  5,907

自己株式の取得       △2 △2

自己株式の処分   1,709 1,709   7,070 8,780

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － 1,709 1,709 3,284 3,284 7,068 12,061

当期末残高 4,207 49,877 1,709 51,586 37,704 37,704 △3,662 89,836

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価
差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 448 448 78,223

当期変動額    

剰余金の配当   △2,623

当期純利益   5,907

自己株式の取得   △2

自己株式の処分   8,780

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

5 5 5

当期変動額合計 5 5 12,067

当期末残高 454 454 90,290
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当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越

利益剰余金

当期首残高 4,207 49,877 1,709 51,586 37,704 37,704 △3,662 89,836

当期変動額         

剰余金の配当     △2,842 △2,842  △2,842

当期純利益     3,802 3,802  3,802

自己株式の取得       △2 △2

自己株式の処分   235 235   984 1,220

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － 235 235 959 959 982 2,177

当期末残高 4,207 49,877 1,944 51,822 38,664 38,664 △2,679 92,014

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価
差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 454 454 90,290

当期変動額    

剰余金の配当   △2,842

当期純利益   3,802

自己株式の取得   △2

自己株式の処分   1,220

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

25 25 25

当期変動額合計 25 25 2,203

当期末残高 480 480 92,494
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

(2）子会社株式

　移動平均法による原価法

(3）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法

主な耐用年数は、建物８～50年、車両運搬具６年、工具、器具及び備品５～15年であります。

(2）無形固定資産

　定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

 

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(2）役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における期末要支給額に基づき計上しております。

 

４．退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財

務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度の期

首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する

方法に変更しております。
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（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

短期金銭債権 471百万円 486百万円

長期金銭債権 3,020 2,389

短期金銭債務 33 45

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

営業収益 6,689百万円 5,290百万円

販売費及び一般管理費 110 103

営業取引以外の取引高 149 212

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度6.4％、当事業年度6.6％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度93.6％、当事業年度93.4％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

役員報酬 294百万円 271百万円

給料 200 216

賞与引当金繰入額 25 24

役員賞与引当金繰入額 23 15

支払手数料 176 144

減価償却費 137 213

業務委託費 172 158

 

（有価証券関係）

前事業年度（2018年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額 36,903百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、時価については記載しておりません。

 

当事業年度（2019年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額 36,903百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、時価については記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
 
 

当事業年度
（2019年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 8百万円 8百万円

固定資産償却超過 0  0

退職給付引当金 58  45

投資有価証券評価損 －  38

匿名組合出資金 88  88

未払事業税 36  12

その他 32  43

繰延税金資産小計 225  236

評価性引当額 △6  △6

繰延税金資産合計 218  229

繰延税金負債    

投資有価証券 △37  △37

その他有価証券評価差額金 △195  △206

繰延税金負債合計 △232  △243

繰延税金資産（負債）の純額 △14  △13

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
 

当事業年度
（2019年３月31日）

法定実効税率 30.9％  30.6％

（調整）    

受取配当金等益金不算入 △25.9  △29.7

交際費等損金不算入額 0.3  0.4

過年度法人税等 －  0.4

その他 0.7  1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.0  3.1

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産

建 物 139 － － 7 131 50

車 輌 運 搬 具 2 － － 0 1 3

工 具 、 器 具

及 び 備 品
30 154 0 55 129 169

建 設 仮 勘 定 167 45 212 － － －

計 339 199 212 64 262 222

無形固定資産

ソフトウエア 102 651 － 145 608

 そ の 他 127 573 697 0 2

計 229 1,225 697 146 611

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウェア 情報インフラシステム更新 635百万円

　　　 その他　　　　　　 情報インフラシステム更新　　　　　　570百万円

 

（注）２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

その他 情報インフラシステム更新 692百万円

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）
 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

賞与引当金 27 27 27 27

役員賞与引当金 23 15 23 15

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

(特別口座)

東京都千代田区神田錦町三丁目11番地（NMF竹橋ビル６階）

東京証券代行株式会社　本店

株主名簿管理人

(特別口座)

東京都千代田区神田錦町三丁目11番地（NMF竹橋ビル６階）

東京証券代行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.paramountbed-hd.co.jp

株主に対する特典

毎年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、所有株式

数に応じて６月の当社定時株主総会終了後、決議ご通知に同封し贈呈

100株以上保有の株主に対し、当社グループが運営するオンラインショップ

「パラマウントベッドストア」（https://www.paramount.shop）ならびに、

「パラマウントベッド 眠りギャラリー」各店の取扱商品（一部商品を除く）

を希望小売価格の10％割引でご購入いただける優待券１枚

100株以上500株未満保有の株主のうち、保有期間が３年未満の株主には1,000

円相当、保有期間が３年以上継続する株主には2,000円相当のクオカード

500株以上1,000株未満保有の株主のうち、保有期間が３年未満の株主には

3,000円相当、保有期間が３年以上継続する株主には5,000円相当のクオカー

ド

1,000株以上保有の株主のうち、保有期間が３年未満の株主には5,000円相

当、保有期間が３年以上継続する株主には7,000円相当のクオカード

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第36期）（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）2018年６月28日関東財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

　2018年６月28日関東財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

（第37期第１四半期）（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）2018年８月９日関東財務局長に提出

（第37期第２四半期）（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）2018年11月13日関東財務局長に提出

（第37期第３四半期）（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）2019年２月13日関東財務局長に提出

（4）臨時報告書

　2018年７月２日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 

 2019年６月27日

パラマウントベッドホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷藤　雅俊　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　道之　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパラマウントベッドホールディングス株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査

を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラ

マウントベッドホールディングス株式会社及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、パラマウントベッドホール

ディングス株式会社の2019年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、パラマウントベッドホールディングス株式会社が2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 2019年６月27日

パラマウントベッドホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷藤　雅俊　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　道之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパラマウントベッドホールディングス株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第37期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラマウ

ントベッドホールディングス株式会社の2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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